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水関連行政と各省の関係

船舶等による海洋汚染防止
（環境省・国土交通省）
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排水規制（環境省）

地下浸透規制
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環境基準（環境省）

浄化槽（環境省・国土交通省）

地下水くみ上げ規制
（環境省・経済産業省）

水産・漁港（農林水産省）
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港湾（国土交通省）



水質汚濁防止法
特定施設の届出制、全国共通の排水規制、水質常時監視、閉鎖性海域に対する総量規制、
生活排水対策重点地域の指定等生活排水対策

湖沼水質保全特別措置法
湖沼水質保全基本方針、指定湖沼の指定(琵琶湖等10湖沼)、湖沼水質保全計画に基づく規制、事業等の実施

瀬戸内海環境保全特別措置法
瀬戸内海環境保全基本計画、特定施設の設置許可制、自然海浜保全地区制度（行為の届出及び勧告）、
埋立にあたっての環境保全上の配慮

有明海及び八代海を再生するための特別措置に関する法律
有明海・八代海の再生に関する基本方針、再生に関する県計画、総合調査評価委員会の設置

特定水道利水障害の防止のための水道水源の水質の保全に関する特別措置法
水道で不可避な塩素消毒に伴い生成する消毒副生成物（クロロホルム等）の障害を防止するため、消毒副生
成物の前駆物質（生物難分解性有機物）を地域限定で規制するもの
・基本方針、常時監視（消毒副生成物の生成能（トリハロメタン生成能））
・指定水域・指定地域の指定及び水質保全計画の策定（指定の実績なし）

ダイオキシン類対策特別措置法（水質に関連する部分のみ抜粋）
水質（底質）環境基準の設定、排出水規制、特定施設の届出制、排出量削減計画の策定、
水質（底質）常時監視
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環境基本法：環境基準の設定

【具体施策の実例】

●全国共通の施策

●特定水域の特別措置

水環境保全関連の法体系

琵琶湖の保全及び再生に関する法律
琵琶湖の保全及び再生に関する基本方針、琵琶湖保全再生計画、琵琶湖保全再生推進協議会の設置



栄養塩類
富栄養化の原因物質
窒素・燐

有害物質
水銀、ヒ素、
有機塩素系化合物 など

有機汚濁
いわゆる水の汚れ・濁り
BOD/COD,DO,SS など

健康項目(27項目)

全ての公共用水域に一律設定

生活環境項目（13項目）

河川、湖沼、海域に分け、
各水域の利用目的別に設定

人に対する影響

（飲用・魚介類摂取）

水質汚濁
公共用水域水質環境基準

人の健康を保護し、及び生活環境を保
全する上で維持されることが望ましい
基準（環境基本法第１６条）

「生活環境」
環境基本法において、人の生活に密接な関係の
ある動植物及びその生息環境を含むものと定義。

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）／化学的酸素要求量（ＣＯＤ）
水質汚濁の最も基本的なものに水域の貧酸素化がある。水中の酸素が減少すると悪臭の発生や、水生生物が生息できなくなるな
どの障害が発生。
このため、水質汚濁の指標として、直接的な溶存酸素量（ＤＯ）の他、この酸素を消費する物質を酸素量として測定する酸素消費量
（ＯＤ）が利用されている。この酸素消費量には、微生物を利用して測定するＢＯＤ、化学物質を利用して測定するＣＯＤがあり、環境基
準では、河川にＢＯＤ、湖沼、海域にＣＯＤを用いている。

水生生物
に対する
影響

水質汚濁と環境基準
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うち、水生生物保全項目（3項目）
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（参考）環境基本法（平成五年十一月十九日法律第九十一号）

第十六条 政府は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境
上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する
上で維持されることが望ましい基準を定めるものとする。

２ 前項の基準が、二以上の類型を設け、かつ、それぞれの類型を当てはめる
地域又は水域を指定すべきものとして定められる場合には、その地域又は水
域の指定に関する事務は、次の各号に掲げる地域又は水域の区分に応じ、当
該各号に定める者が行うものとする。
一 二以上の都道府県の区域にわたる地域又は水域であって政令で定めるもの 政府
二 前号に掲げる地域又は水域以外の地域又は水域 （略）

※水域については都道府県知事

３ 第一項の基準については、常に適切な科学的判断が加えられ、必要な改定
がなされなければならない。

４ 政府は、この章に定める施策であって公害の防止に関係するもの（以下「公
害の防止に関する施策」という。）を総合的かつ有効適切に講ずることにより、
第一項の基準が確保されるように努めなければならない。



河川ＡＡ

河川Ａ

湖沼Ａ

海域Ｃ

海域Ｂ

＜河川＞
類型 ＢＯＤ 水域状況
ＡＡ １以下 自然探勝
Ａ ２以下 通常の水道原水
Ｂ ３以下 サケ・アユの水産
Ｃ ５以下 コイ・フナの水産
Ｄ ８以下 農業用水
Ｅ １０以下 悪臭がしない

生活環境項目は水域の水質汚濁の状況、利用目的等
を踏まえて類型をあてはめ、類型毎に基準値が定めら
れる。利根川水系、淀川水系、東京湾、伊勢湾など県際
の４７水域については国において、それ以外の水域につ
いては都道府県が設定する。

＜湖沼＞
類型 ＣＯＤ 水域状況
ＡＡ １以下 自然探勝、

ヒメマス等の水産
Ａ ３以下 水浴、通常の

水道原水、
サケ・アユ等の水産

Ｂ ５以下 コイ・フナ等の水産、
農業用水

Ｃ ８以下 悪臭がしない

河川Ｃ

生活環境項目の類型指定のイメージ

※BOD､ COD の単位はmg/L

河川Ｂ
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＜海域＞
類型 ＣＯＤ 水域状況
Ａ ２以下 水浴、自然探勝、

マダイ・ブリ等の水産
Ｂ ３以下 ボラ・ノリ等の水産、
Ｃ ８以下 悪臭がしない



項 目 基 準 値

カドミウム 0.003mg／L 以下

全シアン 検出されないこと。

鉛 0.01mg／L 以下

六価クロム 0.05mg／L 以下

砒素 0.01mg／L 以下

総水銀 0.0005mg／L 以下

アルキル水銀 検出されないこと。

ポリ塩化ビフェニル（PCB） 検出されないこと。

ジクロロメタン 0.02mg／L 以下

四塩化炭素 0.002mg／L 以下

1,2-ジクロロエタン 0.004mg／L 以下

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg／L 以下

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg／L 以下

1,1,1-トリクロロエタン 1mg／L 以下

健
康
項
目
（
27
項
目
）

生
活
環
境
項
目
（
13
項
目
）

項 目 河川 湖沼 海域

生物化学的酸素要求量（BOD） ≦1～10mg/L － －

化学的酸素要求量（COD） － ≦1～8mg/L ≦2～8mg/L

水素イオン濃度（pH） 6.0～8.5 6.0～8.5 7.0～8.3

浮遊物質量（SS） ≦25～100mg/L 等 ≦1～15mg/L 等 －

溶存酸素量（DO） 2～7.5mg/L≦ 2～7.5mg/L≦ 2～7.5mg/L≦

大腸菌群数 ≦50～5,000MPN/100mL ≦50～1,000MPN/100mL ≦1,000MPN/100mL

n-ヘキサン抽出物質（油分等） － － 検出されないこと

全窒素 － ≦0.1～1mg/L ≦0.2～1mg/L

全りん － ≦0.005～0.1mg/L ≦0.02～0.09mg/L

全亜鉛[水生] ≦0.03mg/L ≦0.03mg/L ≦0.01～0.02mg/L

ノニルフェノール[水生] ≦0.0006～0.002mg/L ≦0.0006～0.002mg/L ≦0.0007～0.001mg/L

直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びそ
の塩（LAS） [水生]

≦0.02～0.05mg/L ≦0.02～0.05mg/L ≦0.006～0.01mg/L

底層溶存酸素量（底層ＤＯ） － 2.0～4.0mg/L≦ 2.0～4.0mg/L≦

項 目 基 準 値

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg／L 以下

トリクロロエチレン 0.01mg／L 以下

テトラクロロエチレン 0.01mg／L 以下

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg／L 以下

チウラム 0.006mg／L 以下

シマジン 0.003mg／L 以下

チオベンカルブ 0.02mg／L 以下

ベンゼン 0.01mg／L 以下

セレン 0.01mg／L 以下

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg／L 以下

ふっ素 0.8mg／L 以下

ほう素 1mg／L 以下

1,4-ジオキサン 0.05mg／L 以下

※ 【ダイオキシン類環境基準（公共用水域）】 水質基準：年平均値1pg-TEQ/L以下 ／ 底質基準：150pg-TEQ/g以下

水質汚濁に係る環境基準項目
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（公共用水域）



・水質の常時監視（都道府県等）

○ 環境中の水質の汚染状況の監視は、水環境行政の企画・立案をする上で基礎となるデー
タの把握という極めて重要な役割。

○ 水質の常時監視は、水質汚濁防止第15条の規定に基づき、昭和46年度より、環境基準項
目を中心に、全国の都道府県が毎年定める測定計画に従って、都道府県、水質汚濁防止
法政令市等が実施することとされている。

○ 常時監視は、全国的に統一的かつ的確な水準により遂行すべきものであり、国が責任を
持ってこの事務を遂行することが求められるが、地域の実情を踏まえて機動的に実施する
ことが適切であるため、地方自治法に基づく第１号法定受託事務として、地方自治体が実施
することとされている。

○ 国としては、その円滑かつ適切な実施が確保されるよう責任を持つ必要があり、統一的な
考え方等（常時監視等の処理基準、公定分析法の策定、各種指針の作成等）を示している。

・排水の監視（特定事業場が自ら実施）

公共用水域及び地下水の水質汚濁の状況を把握し、水質汚濁の防止の
ための規制措置を適正に実施すること。

【目 的】

【監視の体系】

公共用水域等の水質監視
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◆常時監視に用いる測定
・精度管理
標準作業手順
分析方法の妥当性、器具、装置の性能の評価と維持管理
測定の信頼性の評価（クロスチェック等）

◆常時監視結果の報告
・原則として１年に１回、報告要領に基づき報告
・環境基準超過への対応（全ｼｱﾝ、アルキル水銀及びＰＣＢの場合は速やかに報告等）
・数値の取り扱い（報告下限値、有効数字、平均値の計算等）

◆環境基準の適合判断
・環境基準の達成状況の評価法

例 ： 年平均値で、自然起因等を含めて要因等を十分に考慮、 BOD等は75%水質値を基に判断 等

◆水質測定計画
・測定地点、項目、頻度の設定の基本的な考え方

例 ： 水域の状況を適切に把握できる地点を選定（既存の基準点等を活用）、測定頻度は月１回を原則 等

・効率化に関する考え方（地点・項目・頻度・分析方法）
・重点化に関する考え方（利水状況や汚濁源踏まえ、地点・水域の重点化）
・測定計画作成に関する留意点（化学物質排出移動量届出制度データの活用）

常時監視等の処理基準
（都道府県が法定受託事務を処理するための基準）
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※平成13年5月31日付け環水企第92号（平成27年3月31日
改正）通知「環境基本法に基づく環境基準の水域類型の指定
及び水質汚濁防止法に基づく常時監視等の処理基準につい
て」より抜粋



都道府県

◆水質測定計画の作成
国交省や政令市と調整し、効率的に水質の常時監視を
行うため作成

国土交通省
（一級河川の主要な部分の
水質測定）

常時監視体制
全国の公共用水域（河川、湖沼、海域）及び地下水
における水質の常時監視を実施。

◆水域の水質特性の把握
◆長期的な水質の変化、傾向の把握
◆水質汚濁の早期発見

◆水質環境基準の達成維持
◆環境保全施策の実施
◆水質汚濁事故への対応

（河川・湖沼・海域及び地下水の水質測定）

◆水質測定

◆水質測定結果のとりまとめ
・水質汚濁事故への対応
・環境基準超過や環境基準未達成水域への対応

◆水質測定
◆水質測定結果

環境省

◆環境保全施策の決定
◆環境基本計画策定
◆環境基準、排水規制
◆分析法、調査法
◆常時監視等の処理基準
◆水質汚濁事故対応

全国の水質ﾃﾞｰﾀの
収集・解析・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化

情報公開
全国の公共用水域
水質測定地点分布

結
果
報
告

協議

公表

常時監視に必要な指示、
通知、技術的な助言

◆白書 ◆ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
◆水質測定結果

採水 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 分析

政令市
（政令市内の水質測定）

◆水質測定
◆水質測定結果

調整
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測定地点数
（2014年度）

健康項目：5,375
生活環境項目

：7,114

DXN類水質：1,480

底質：1,197

【水環境総合情報サイト】
https://water-pub.env.go.jp/water-
pub/mizu-site/index.asp



水
質
常
時
監
視
業
務

測定計画の
策定

採水・分析

集 計

評 価

公表・活用

・新規環境基準項目や要監
視項目の追加
・水質常時監視に係る予算
や人員が削減される等、
厳しい状況

・業務の外注化の進展する
中で請負業者のチェック
が必須（ データの信頼性
確保）

・分析の高度化、簡素化・
低コスト化

・集計作業の効率化、情
報の利活用

的確かつ効率的な常時監視体制を維持
するための具体的な方策の提示

水質データの精度管理に関する指針等
の提示

・水質測定計画策定の手引き
・化学物質排出移動量届出制度（PRTR）
等の活用

・外注する際に講ずべき指針
・測定機関が精度管理のために講ずべ
き措置 等

公定分析法へ効率的・先進的な分析方
法の導入

ウェブシステムの導入による効率的かつ
汎用性のある集計・公表システム

費
用
対
効
果
の
高
い
水
質
監
視
体
制
の
確
立

課 題 取 組

分析法の検討

水質関連システム

的確化・効率化方策の検討

的確かつ効率的な水質監視体制の確立
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水環境総合サイトにおける常時監視結果の公開
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公共用水域の主な健康項目の環境基準超過率（検体値）の推移

【参考】 鉛・砒素の環境基準超過検体数の推移（基準改定以降）

平成23年に基準改定
0.01mg/L→0.003mg/Ｌ

平成5年に基準改定
0.05mg/L→0.01mg/Ｌ

平成5年に基準改定
0.1mg/L→0.01mg/L

注：平成５年に、砒素の環境基準は
「0.05mg/L以下」から「0.01mg/L以下」
に、鉛の環境基準は「0.1mg/L以下」か
ら「0.01mg/L以下」に改定。
また、平成23年に、カドミウムの環境
基準は「0.01mg/L以下」から
「0.003mg/L以下」に改定している。

注：鉛と砒素について、平成５年の環境
基準改定以降の超過検体数で整理す
ると、改定後に超過検体数は急激に
上昇しているが、その後は、鉛が減少
傾向、砒素はほぼ横ばい（自然由来
が多い）の状態で推移している。

健康項目の環境基準の達成状況（H29年度）

平成5年に基準改定
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BOD/CODの環境基準達成率の推移（H29年度）

○ 生活環境保全に係る環境基準のうち、有機汚濁（BOD、COD）は、全体としては徐々
に改善の傾向。

○ 河川ではほとんどの水域で環境基準を達成している一方、湖沼、内湾、内海等の
閉鎖性水域では環境基準の達成率はなお低い。



＜調査の内容＞

○ 環境測定分析の信頼性の確保及び精度の向上を図る観点から、分析機関の測定
分析能力の資質向上を目指すもの。

【事務局；水・大気環境局総務課環境管理技術室】
○ 昭和５０年度から毎年継続実施。

最近では、５００前後の環境測定分析機関が参加する我が国でも最大規模の調
査。HPにおいて「調査結果報告書」等の情報提供している。

（参考）環境測定分析精度統一管理調査①
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＜環境測定分析精度統一管理調査とは＞

○ 環境測定分析に従事する多数の分析機関に対し参加募り、分析結果に関し具体な
問題点等について検討・解析する。
①全国の分析機関におけるデータのばらつき実態の把握
②参加機関の分析者が自己の技術を客観的に認識して、環境測定分析技術の一
層の向上を図る契機とする
③各分析法についての得失等の検討により分析手法、分析技術の改善に貢献

○ これらの結果を受け、分析上の留意点、技術的な問題点等を分析機関にフィード
バックし、分析機関全体の精度の向上を図る。



環境省（実施主体）

•調査の実施方針

•環境測定分析検討会の開催

•分析ニーズの把握 など

「環境測定分析検討会」

•調査のあり方の検討

•調査結果の総合レビュー など

•試料の調整、参加機関への試料
配布

•分析結果の回収、集計

•調査結果の作成 など

「環境測定分析検討会

統一精度管理調査部会」

•調査実施要領の策定

•調査結果の詳細な解析 など

調査実施機関

請負契約

（参考）環境測定分析精度統一管理調査②

＜調査の体制＞
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１．水 質

水質・底質分析法の動向①

■1,4-ジオキサン、塩化ビニルモノマーの分析法追加（平成２４年告示）

環境基準（公共用水域、地下水）、排水基準について、次の二法を公定分析法に追加。
①１，４－ジオキサン ；パージ・トラップ-ガスクロマトグラフ質量分析法（以降ＧＣ／ＭＳ法と記載）

〃 ；ヘッドスペース-ＧＣ／ＭＳ法
【既存法：活性炭抽出－ＧＣ／ＭＳ法】

※ その他揮発性有機化合物（ＶＯＣｓ）との同時分析が可能（ただし、塩化ビニルモノマーは除く）。

②塩化ビニルモノマー；ヘッドスペース-ＧＣ／ＭＳ法 【既存法：パージ・トラップ－ＧＣ／ＭＳ法】
※ その他揮発性有機化合物（ＶＯＣｓ）との同時分析が可能（ただし、１，４－ジオキサンは除く）。

■ノニルフェノール（平成２４年告示）、ＬＡＳ（平成２５年告示）の分析法追加

生活環境項目（水生生物保全環境基準項目）として、亜鉛に次いでノニルフェノール及びＬＡＳを
追加したことに併せて、次の公定分析法を追加。
①ノニルフェノール ： 固相抽出－ＧＣ／ＭＳ法
②ＬＡＳ （直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩） ：液体クロマトグラフィー質量分析法

（ＬＣ－ＭＳ／ＭＳ法）

（１）環境基準の追加に対応した分析法の追加について

■底層溶存酸素量（ＤＯも同様）の分析法追加（平成２８年告示）

生活環境項目（海域及び湖沼を対象）として、底層溶存酸素量を追加したことに併せて、次の公
定分析法を追加。
①ＤＯ；光学式センサ法（光学式溶存酸素計） 【既存法：よう素滴定法、ミラー変法、隔膜電極法】

②底層ＤＯ；ＤＯ公定分析法（よう素滴定法、ミラー変法、隔膜電極法） 、光学式センサ法
16
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水質・底質分析法の動向②

１．水 質

（２）日本工業規格（ＪＩＳ）の改正を踏まえた分析法の追加について
■ふっ素化合物、シアン化合物、全窒素、亜鉛等（平成２６年告示）の分析法追加

平成25年9月の JIS K 0102（工場排水試験方法）の改正を受け、次のとおり公定分析法に追加。
① 亜鉛、カドミウム、銅等の金属項目の前処理方法（キレート樹脂による分離濃縮法）を追加。
② ふっ素化合物、シアン化合物、全窒素等の無機イオンに係る流れ分析法（従来の試料採取、
加熱分解（蒸留・分離）、試薬混合、発色、検出器（光度計）による測定の人の操作を全て自動
で行う。）を追加。 ※ これまでの分析法が、使用できなくなるものではない。

２．底 質

■底質調査方法の改訂（平成２４年通知）

昭和５０年策定、６３年改定の後、長らく改定されていなかった底質調査方法について、平成２０
～２２年に水質の環境基準項目等の追加やJISの改定、分析技術の進展等を反映するため見直
し検討を行い、平成２４年８月に改定。

３．その他

■利根川水系における取水障害に伴う検討

平成24年５月に発生した利根川水系における取水障害事案を受け、ヘキサメチレンテトラミン
（以下、HMT）が水濁法の指定物質に追加された。同年度、HMT調査マニュアルを取り纏めた。
また、平成27年3月、厚生労働省において、「浄水処理対応困難物質」としてHMT含む14項目が
設定されたことから、これら物質についても、分析法開発に向けた検討を実施（H24～H27年度）。
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水質・底質分析法の動向③
（３）平成31年3月告示改正概要について（その１）

意見募集期間：平成31年 1月20日（月）～平成31年 2月19日（火）
告示改正期日：3月中旬

改正対象告示
告示改正（案）の概要

項目（注） 水 排 土 調 溶 含 地 浸 浄

ふっ素

（ふっ素及び

その化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JISK0102が引用するJISK0170の次期改正において、ハロゲンの影響を

受ける場合の蒸留試薬溶液について、対応策の記載が検討されている。

公定法としての検証が完了した「水約200mLに硫酸10ｍL、リン酸60ｍ

L、塩化ナトリウム10g、及びグリセリン250mLを加え、水で1000mLとし

たもの」のみを適用可能とするように告示を改正する。

アルキル水銀

（アルキル水

銀化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　抽出溶媒をベンゼンからトルエンに変更するように告示を改正する。

全シアン

（シアン化合

物）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JIS現行法において除外されている流れ分析法の蒸留操作について、

公定法としての検証が完了したため、適用可能となるように告示を改正

する。

アンモニア、

アンモニウム

化合物

○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JISK0102の次期改正において、「サリチル酸-インドフェノール青吸

光光度法」の導入が検討されている。公定法としての検証が完了したた

め、適用可能となるように告示を改正する。

亜硝酸化合

物、硝酸化合

物

○

全窒素

○ ○

　JISK0102の次期改正において、加熱分解前処理操作の試料量及び試薬

量の少量化の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のた

め、適用除外となるように告示を改正する。

全りん

○ ○

　JISK0102の次期改正において、加熱分解前処理操作の試料量及び試薬

量の少量化の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のた

め、適用除外となるように告示を改正する。

フェノール類

○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JIS現行法28.1.3が除外していた「くえん酸蒸留4-アミノアンチピリ

ン発色CFA法」について、公定法としての検証が完了したため、適用可

能となるように告示を改正する。

六価クロム

（六価クロム

化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、「液体クロマトグラフICP質量分析

法」の導入が検討されている。公定法として検証が未了のため、適用除

外となるように告示を改正する。

１．背景・経緯
公共用水域水質環境基準測定方法等に引用しているJISK0102及びK0170は、平成31年
度改正を予定され、分析技術の向上等に対応した分析方法が導入されております。
この改正を受け、環境省では同規格の改正内容のうち、公定分析法への導入が適当で
あるものを公定分析法に適用するための告示改正を検討しています。
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水質・底質分析法の動向④
（３）平成31年3月告示改正案について（その２）

改正対象告示
告示改正（案）の概要

項目（注） 水 排 土 調 溶 含 地 浸 浄

ふっ素

（ふっ素及び

その化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JISK0102が引用するJISK0170の次期改正において、ハロゲンの影響を

受ける場合の蒸留試薬溶液について、対応策の記載が検討されている。

公定法としての検証が完了した「水約200mLに硫酸10ｍL、リン酸60ｍ

L、塩化ナトリウム10g、及びグリセリン250mLを加え、水で1000mLとし

たもの」のみを適用可能とするように告示を改正する。

アルキル水銀

（アルキル水

銀化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　抽出溶媒をベンゼンからトルエンに変更するように告示を改正する。

全シアン

（シアン化合

物）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JIS現行法において除外されている流れ分析法の蒸留操作について、

公定法としての検証が完了したため、適用可能となるように告示を改正

する。

アンモニア、

アンモニウム

化合物

○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JISK0102の次期改正において、「サリチル酸-インドフェノール青吸

光光度法」の導入が検討されている。公定法としての検証が完了したた

め、適用可能となるように告示を改正する。

亜硝酸化合

物、硝酸化合

物

○

全窒素

○ ○

　JISK0102の次期改正において、加熱分解前処理操作の試料量及び試薬

量の少量化の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のた

め、適用除外となるように告示を改正する。

全りん

○ ○

　JISK0102の次期改正において、加熱分解前処理操作の試料量及び試薬

量の少量化の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のた

め、適用除外となるように告示を改正する。

フェノール類

○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JIS現行法28.1.3が除外していた「くえん酸蒸留4-アミノアンチピリ

ン発色CFA法」について、公定法としての検証が完了したため、適用可

能となるように告示を改正する。

六価クロム

（六価クロム

化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、「液体クロマトグラフICP質量分析

法」の導入が検討されている。公定法として検証が未了のため、適用除

外となるように告示を改正する。

改正対象告示
告示改正（案）の概要

項目（注） 水 排 土 調 溶 含 地 浸 浄

ふっ素

（ふっ素及び

その化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JISK0102が引用するJISK0170の次期改正において、ハロゲンの影響を

受ける場合の蒸留試薬溶液について、対応策の記載が検討されている。

公定法としての検証が完了した「水約200mLに硫酸10ｍL、リン酸60ｍ

L、塩化ナトリウム10g、及びグリセリン250mLを加え、水で1000mLとし

たもの」のみを適用可能とするように告示を改正する。

アルキル水銀

（アルキル水

銀化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　抽出溶媒をベンゼンからトルエンに変更するように告示を改正する。

全シアン

（シアン化合

物）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JIS現行法において除外されている流れ分析法の蒸留操作について、

公定法としての検証が完了したため、適用可能となるように告示を改正

する。

アンモニア、

アンモニウム

化合物

○ ○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JISK0102の次期改正において、「サリチル酸-インドフェノール青吸

光光度法」の導入が検討されている。公定法としての検証が完了したた

め、適用可能となるように告示を改正する。

亜硝酸化合

物、硝酸化合

物

○

全窒素

○ ○

　JISK0102の次期改正において、加熱分解前処理操作の試料量及び試薬

量の少量化の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のた

め、適用除外となるように告示を改正する。

全りん

○ ○

　JISK0102の次期改正において、加熱分解前処理操作の試料量及び試薬

量の少量化の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のた

め、適用除外となるように告示を改正する。

フェノール類

○

　JISK0102の次期改正において、少量の試料で蒸留を行う小型蒸留操作

の導入が検討されている。公定法としての検証が未了のため、適用除外

となるように告示を改正する。

　JIS現行法28.1.3が除外していた「くえん酸蒸留4-アミノアンチピリ

ン発色CFA法」について、公定法としての検証が完了したため、適用可

能となるように告示を改正する。

六価クロム

（六価クロム

化合物）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　JISK0102の次期改正において、「液体クロマトグラフICP質量分析

法」の導入が検討されている。公定法として検証が未了のため、適用除

外となるように告示を改正する。



湖沼における水質改善の遅れ
（湖沼の環境基準達成率
（ＣＯＤ）は約５割強）

地下水・土壌の汚染

水圏生態系・
生物多様性の劣化

希薄な人と水との
ふれあい

河川流量の減少と水質
及び土砂移動への支障

気候変動による影響

閉鎖性海域における水質改善の遅れ
（３大湾などの環境基準達成率（COD）は７割弱）

水質事故の増加

海岸漂着物、
海洋ごみ、
海岸侵食等

海洋汚染、漂流ごみ、
海底ごみ等
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水環境の現状 －残された課題－



新たな指標の検討について

○既存の環境基準であるCOD（化学的酸素要求量）、窒素、燐は、有機汚濁物質及び

富栄養化をもたらす栄養塩類の指標として設定され、負荷削減のための排水基
準・総量規制基準としての設定とあわせて、環境水の状況を表しつつ対策と結びつ
ける役割を担ってきた。

○一方で、貧酸素水塊の発生や藻場・干潟等の減少、水辺地の親水機能の低下等
の課題が残されている。

○魚介類等の生息や藻場等の生育に対する直接的な影響を判断できる指標
○国民が直感的に理解しやすい指標
⇒底層溶存酸素量、沿岸透明度について検討

背景

新たな指標の検討
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○平成25年8月、中央環境審議会に諮問
○平成27年12月、専門委員会における審議を踏まえ、中央環境審議会から答申
○平成28年3月、告示改正

・底層溶存酸素量については、東京湾・琵琶湖の類型指定に向けて検討中
・沿岸透明度については、平成28年度に実施したモデル事業を踏まえて、
目標値設定の考え方や手順について定めた地方自治体向けの手引きを
作成予定

現在



底層溶存酸素量、沿岸透明度の指標とは

○底層溶存酸素量の確保により、
・魚介類等が生息できる溶存酸素を確保できる。
・底層溶存酸素量の低下防止により青潮・赤潮などの発生リスクを
低減できる。

→魚介類等の水生生物保全の観点から底層溶存酸素量の指標が有効。

○沿岸透明度の確保により、
・海中に光が届き、魚介類の生育・産卵場となる藻場の保全・再生に役立
つ。（豊かな水環境の確保には、その水域に応じた適度な栄養分も必要）
・水浴などの親水機能が発揮できる。
→藻場の生育や親水機能発揮のために沿岸透明度の指標が有効。

底層溶存酸素量

沿岸透明度

青潮

底層溶存酸素量は、底層を利用する生物の生息・再生
産にとって特に重要な要素の一つ。

一定以上の水中光量を得るために必要な透明度を確保
することは、水生植物の生育に不可欠。また、透明度の低
下は、親水利用を行うにあたり、影響を与える場合がある。

22
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○ 大腸菌群（現行基準）は、S46設定当時の分析技術（培養技術）の制約か
ら、大腸菌にかわるふん便汚染の指標として用いられている。
しかし、現行においては、糞便由来でない大腸菌も測定され糞便汚染を的確に捉
えることができず、衛生指標として適切でない状況がみられている。
→大腸菌群数にかわる環境基準項目として、大腸菌数 を採用する方向で検討。

 

　H19/4月　　　→　　　H20/3月

南比良知内川 彦根港 大溝 北小松

1

10

100

1000

10000

1

10

100

1000

10000

　H19/4月　　　→　　　H20/3月

愛知川 姉川蓬莱 吉川港 長命寺

1

10

100

1000

10000

 

▲：水浴場 

◎：調査地点 

大腸菌群（MPN/100mL)

ふん便性大腸菌群（個/100mL)

図 琵琶湖水浴場周辺の大腸菌群数と糞便性大腸菌群の関係
参考資料）「滋賀県の環境2008（平成20年版環境白書）資料編」

生活環境の保全に関する環境基準等の検討状況

大腸菌の環境基準への追加検討

大腸菌群

大腸菌

ふん便性大腸菌群

大腸菌群



○ マイクロプラスチックについては、海洋生態系への影響が懸
念され、世界各国で調査・研究が進められてきた。環境省にお
いても平成26年度から海域の漂流・海底ごみ調査の一環とし
て調査を行ってきた。

○ 海域のマイクロプラスチック対策として陸域からの流入実態
把握、抑制が必要であり、海岸漂着物処理推進法改正（平成
30年６月）の附帯決議においても、分布実態について河川等
も対象として調査を実施することが求められている。

水環境中のマイクロプラスチック（背景）
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河川調査地点（平成30年度）

□多摩川調査地点
（上流１地点、中流１地点、下流１地点、支流４地点）

□鶴見川調査地点
（上流１地点、中流１地点、下流１地点、支流４地点）

調査対象河川

河川におけるマイクロプラスチックの調査（平成30年度）
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「プラスチック・スマート」 キャンペーン

○ 海洋プラスチック問題の解決に向けては、消費者を始め自治体・ＮＧＯ・企業な
どの幅広い主体が、一つの旗印の下に連携協働して取組を進めることが必要。

○ このため、ポイ捨て撲滅を徹底した上で、不必要なワンウェイのプラスチックの
排出抑制や分別回収の徹底など、“プラスチックとの賢い付き合い方”を全国的
に推進し、我が国の取組を国内外に発信していくキャンペーンを 「プラスチック・
スマート -for Sustainable Ocean-」 と銘打って展開。

個人、消費者

＜取組例＞

・ポイ捨て撲滅、ごみ拾い活動への参
加
・マイバッグの活用、リユースなど
プラスチックの有効利用

自治体、NGO、企業など

＜取組例＞

・散乱ごみや海岸漂着物の回収

・ワンウェイのプラスチックの排出抑
制
・バイオマスプラスチックや紙などの
代替素材の利用

国
内
外
に
発
信

共通ﾛｺﾞﾏｰｸ

「プラスチック・ス
マート」

キャンペーン

世界経済ﾌｫｰﾗﾑ

官民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
（PACE）

特設ｷｬﾝﾍﾟｰﾝｻｲﾄ

世界循環経済ﾌｫｰﾗﾑ
（WCEF）

｢ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｽﾏｰﾄ｣
ﾌｫｰﾗﾑ

ＳＮＳ
（♯ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽﾏｰﾄ）

一
つ
の
旗
印
の
下
に

取
組
を
集
約

連携協働

「G20持続可能な成長のためのエネ

ルギー転換と地球環境に関する関
係閣僚会合」の機会に、フォーラムを
実施し、優良な取組を大臣表彰・発
表



「プラスチック・スマート」 フォーラム
〇海洋プラスチックごみの削減に向け、“プラスチックとの賢い付き合い方”を全国的に推進する「プ
ラスチック・スマート」キャンペーンを更に強化することを目的として、「プラスチック・スマー
ト」キャンペーンの参加者を始めとする様々な団体の対話・交流の促進するものとして設置。

○ フォーラムでは、関係団体とも連携し、大臣表彰の実施、シンポジウム開催、各地域でのイベント等
の実施等の情報発信・普及啓発を行うほか、研究者による最新の知見を共有する。

フォーラム（事務局：環境省委託先）

G20海洋ごみ
国際シンポジウム開催

例）G20などの機会に、会員の
取組を発信

関係団体と連携した各種イベントの実施

海洋ごみ研究会（仮称）
・分野横断的な調査研究の推進

大臣表彰の実施

※会員は各界各層の企業・団体から広く募集（会費なし）
※本フォーラムは、主体間の連携が活性化するまでの間、
集中して活動。

海ごみゼロウィーク（仮）
等、各地域での
イベント等との連携

調査研究／対策の推進

研究機関等 企業・
業界団体

ＮＧＯ・
ＮＰＯ

国

地方公共団体

フォーラムを通じて
対話・交流を活性化

民間団体

業界団体

地方公共
団体関係

関
係
団
体
と
の
連
携
実
施

イ
ン
プ
ッ
ト

実施

会員間の情報共有の促進、国際動向等の情報共有
（平成31年度より実施）


